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令和元年度 再評価対象地区に係る事業制度・費用対効果の分析について 
課名   河川課      

 

  ○ 

  事 

  業 

  制 

  度 

  に 

  つ 

  い 

  て 

 事 業 名 総合流域防災事業（河川事業） 

 事 業 目 的 流域一体となった、総合的な防災対策を施行される改良工事 

 採 択 基 準 

一事業の総事業費が100 億円未満で、流域面積が100km2未満かつ想定氾 

濫区域内人口が1万人未満である指定区間内の一級河川に係る河川改修、 

宅地等の嵩上げ、流域における調節池、移動式排水施設、輪中堤等の整備 

 概      要 

 (メニュー) 

・築堤工、掘削工、護岸工等 

○ 

費 

用 

対 

効 

果 

の 

分 

析 

に 

つ 

い 

て 

 

＊ 

費 

用 

便 

益 

B/C 

＊ 

 効 

 果 

 の 

 項 

 目 

う 

ち 

貨 

幣 

換 

算 

す 

る 

項 

目 

》  
Ｂ 

《  

・家屋資産 

床面積に家屋１㎡当たり評価額を乗じ家屋資産額を算定 

・家庭用品資産 

  世帯数に１世帯当たり家庭用品評価額を乗じ、家庭用品資産額を算定 

・事業所資産（償却・在庫資産） 

  産業分類ごとに、従業者数に１人当たり償却資産及び在庫資産評価額を乗
じ、事業所償却・在庫資産を算定 

・農漁家資産（償却・在庫資産） 

  農漁家世帯数に１戸当たりの償却資産評価額及び在庫資産評価額を乗じ、
農漁家償却資産額及び在庫資産額を算定 

・農作物資産（水田・畑） 

水田面積、畑面積に平年収量及び農作物価格を乗じ農作物資産額を算定 

・公共土木施設 

一般資産被害額に施設等に応じた比率を乗じ、公共土木施設等の被害額を
算定 

・間接被害（営業停止損失、家庭・事業所における応急対策費用） 

そ 

の 

他 

項 

目 

 

 

 

費 

用 

》  
Ｃ 

《  
の 

算 

定 

・事業費と維持管理費の総費用 

・事業費とは、工事費、用地費、補償費、附帯工事費等 

・維持管理費は、毎年定常的に支出される除草等の費用 

 

・評価対象期間は、施設完成後から５０年間 

・社会的割引率４％で現在価値化して評価 
 

 

 

費 

用 

便 

益 

比 

の 

基 

準 

・費用便益比が１．０以上 

 

-3-



令和元年度 再評価対象地区に係る事業制度・費用対効果の分析について 
課名   河川課      

 

  ○ 

  事 

  業 

  制 

  度 

  に 

  つ 

  い 

  て 

 事 業 名 広域河川改修事業 

 事 業 目 的 一級河川において、一定の計画に基づき施行される改良工事 

 採 択 基 準 

① 総事業費が概ね12 億円以上のもので、次のいずれかの要件に該当する 

もの 

①－１ 改良工事によって洪水被害が防止される区域内の農耕地が200ha 

以上であるもの、宅地が20ha以上であるもの、家屋が200 戸以上あるもの 

又は農耕地が100ha 以上であって、かつ、宅地が10ha 以上若しくは家屋が 

100 戸以上であるもの 

①－２ 改良工事による費用便益比が１以上であるもの 
 概      要 

 (メニュー) 

・築堤工、掘削工、護岸工等 

○ 

費 

用 

対 

効 

果 

の 

分 

析 

に 

つ 

い 

て 

 

＊ 

費 

用 

便 

益 

B/C 

＊ 

 効 

 果 

 の 

 項 

 目 

う 

ち 

貨 

幣 

換 

算 

す 

る 

項 

目 

》  
Ｂ 

《  

・家屋資産 

床面積に家屋１㎡当たり評価額を乗じ家屋資産額を算定 

・家庭用品資産 

  世帯数に１世帯当たり家庭用品評価額を乗じ、家庭用品資産額を算定 

・事業所資産（償却・在庫資産） 

  産業分類ごとに、従業者数に１人当たり償却資産及び在庫資産評価額を乗
じ、事業所償却・在庫資産を算定 

・農漁家資産（償却・在庫資産） 

  農漁家世帯数に１戸当たりの償却資産評価額及び在庫資産評価額を乗じ、
農漁家償却資産額及び在庫資産額を算定 

・農作物資産（水田・畑） 

水田面積、畑面積に平年収量及び農作物価格を乗じ農作物資産額を算定 

・公共土木施設 

一般資産被害額に施設等に応じた比率を乗じ、公共土木施設等の被害額を
算定 

・間接被害（営業停止損失、家庭・事業所における応急対策費用） 

そ 
の 

他 

項 

目 

 

 

費 

用 

》  
Ｃ 

《  
の 

算 

定 

・事業費と維持管理費の総費用 

・事業費とは、工事費、用地費、補償費、附帯工事費等 

・維持管理費は、毎年定常的に支出される除草等の費用 

 

・評価対象期間は、施設完成後から５０年間 

・社会的割引率４％で現在価値化して評価 
 

 

 

費 

用 

便 

益 

比 

の 

基 

準 

・費用便益比が１．０以上 
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令和元年度 再評価実施箇所（附図） 

                                                                       担当課〔 河川課 〕 

 番   号 ４ 
事 業 名 

(路線･河川名等)      

総合流域防災事業 

（一級河川 荒田川） 

事業実施  

箇    所 
岐阜市 事 業 主 体 岐阜県 

採択年度 昭和40年度 完了予定年度 令和20年度 

再評価の実施基準 再評価を実施した後5年間が経過した時点で継続中の事業 

事業目的  

荒田川流域では平成９年、２０年と浸水被害が発生している。市街地を流れ、近年土地

利用が高度化しているため、河川改修を進め、治水安全度を向上させ、浸水被害の解消を

図る。 

事業概要  

 全体延長 L=約5.3km 【河道掘削、護岸工、築堤 等】 

概 要 図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

荒田川 

（岐阜市六条）の浸水状況 

（H20.8.28 洪水） 

荒田川

凡例

流域界
市町村界
対象河川
事業区間
河川
高速道路
国道
JR線
鉄道

北方町

名鉄岐阜

21

岐阜

名
鉄
名
古
屋
本
線

157

256

248

157

22

156

瑞穂市

岐南町

岐阜市

笠松町

長良川

総合流域防災事業 荒田川
L=5.3km（事業評価区間）

岐阜県庁
瑞穂市役所 岐南町役場

岐阜市役所

笠松町役場

平常時の状況（R1 撮影） 

荒田川 4.5k 付近 
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令和元年度 再評価実施箇所（附図） 

                                                                       担当課〔 河川課 〕 

 番   号 ５ 
事 業 名 

(路線･河川名等)      

広域河川改修事業 
（一級河川 津屋川） 

事業実施  

箇    所 
海津市、養老町 事 業 主 体 岐阜県 

採択年度 平成９年度 完了予定年度 令和１０年度 

再評価の実施基準 再評価を実施した後5年間が経過した時点で継続中の事業 

事業目的  

津屋川は、河積狭小であるとともに右岸側は無堤状態であり、流下能力が不足しており

、過去に何度も浸水被害を受けている。本事業では築堤・掘削・護岸工により河積の拡大

を図り、浸水被害の解消を図る。 

事業概要  

 全体延長 L=7.3km 【堤防補強、築堤工、河道掘削 等】 

概 要 図  

 

 

 

 

 

 

揖斐川

養老

広域河川改修事業 津屋川
L=7.3km（事業評価区間）

海津市

258

東海環状自動車道

養老IC

海津市

養老町

美濃津屋

駒野

津屋川

五三川

徳田谷

養老町

海津市役所
城山支所

海津市役所
下多度支所

凡例

流域界
市町村界
対象河川
事業区間
河川
高速道路
高速道路
（予定）
国道
養老鉄道養老線

津屋川

①未改修区間（津屋川 6km 付近） ②H25.9 洪水浸水状況 
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令和元年度 再評価実施箇所（附図） 

                                                                       担当課〔 河川課 〕 

 番   号 ６ 
事 業 名 

(路線･河川名等)      

広域河川改修事業 
（一級河川 犀川） 

事業実施  

箇    所 
瑞穂市、本巣市 事 業 主 体 岐阜県 

採択年度 昭和５９年度 完了予定年度 令和１５年度 

再評価の実施基準 再評価を実施した後5年間が経過した時点で継続中の事業 

事業目的  

犀川下流域は長良川などの周囲の河川水位に比べて地盤高が低く、上流域は右岸側が無

堤となっており河積も狭小であることから、古くから氾濫の被害を頻繁に受けてきた。本

事業では河道拡幅、築堤、護岸及び堰等の工作物の改築、橋梁の架け替えにより流下能力

を拡大し、浸水被害の解消を図る。 

事業概要  

 全体延長 L=約8.7km 【築堤工、護岸工、河道掘削 等】 

概 要 図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

S51.9 洪水 浸水状況 

瑞穂市宮田地内 
H29.10 洪水 浸水状況 

犀川 7.9k 付近 瑞穂市森 

平常時状況 

犀川 7.9k 付近 瑞穂市森 
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令和元年度第 3 回 
岐阜県事業評価監視委員会 

費用対効果分析資料 
 

■事業名 

【河川事業】 総合流域防災事業 荒田川 

■事業内容 

河川改修 全体延長 L=約 5.3km（河道掘削、護岸工、築堤等） 

■費用対効果分析結果 

区分 
前回 今回 

備考 
（基準年：H20） （基準年：R1） 

事業期間 H21～R20 H21～R20  

費用 

（百万円） 

事業費 1,892 2,968  

維持管理費 228 360  

合計（C） 2,120 3,328  

効果 

（百万円） 

氾濫防止便益 7,924 21,239  

    

合計（B） 7,924 21,239  

費用対効果分析結果（B/C） 3.7 6.4  

※金額は、社会的割引率（4%）を用いて現在の価値に換算したもの。 

■費用対効果分析の分析方法 

・治水経済調査マニュアル（案）【平成 17 年 4月】 国土交通省 河川局 
 

■費用対効果分析結果の概要 

【費用の主な変化要因】 

（事業費） 

 全体事業費の変更はない。 

（現在価値化した事業費） 

 評価時点の更新及び事業進捗を速めた（H30年までの事業費を増加させ、R1年以降の事業費を

減少させた）ことにより、現在価値化した費用が増加した。 
 

【効果の主な変化要因】 

（便益） 

 氾濫解析における地形判読精度の向上（計算メッシュサイズを 50ｍ→25ｍに変更）により、浸

水範囲が縮小する結果となり、河川整備計画規模（W=1/5）の洪水における年平均被害軽減期

待額が減少した。 

 氾濫解析を将来計画規模（W=1/50）まで実施したことにより、年平均被害軽減期待額が増加し

た。 

 年平均被害軽減期待額の増加などにより便益が増加した。 

（現在価値化した便益） 

 評価時点の更新及び事業進捗を速めたことで、施設整備期間中の便益が早期に発現したため、

現在価値化した便益が増加した。 
 

【B/C の変化】 

 費用便益比（B/C）は、前回の 3.7 から 6.4 に増加し、十分な事業効果が確保される見通しで

ある。 
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令和元年度第３回 
岐阜県事業評価監視委員会 

費用対効果分析資料 
 

■事業名 

【河川事業】 広域河川改修事業 津屋川 

■事業内容 

河川改修 全体延長 L=約 7.3km（堤防補強、築堤工、河道掘削） 

■費用対効果分析結果 

区分 
前回 今回 

備考 
（基準年：H26） （基準年：R1） 

事業期間 H9～R10 H9～R10  

費用 

（百万円） 

事業費 8,005 9,194  

維持管理費 943 1,478  

合計（C） 8,948 10,672  

効果 

（百万円） 

氾濫防止便益 40,087 29,774  

    

合計（B） 40,087 29,774  

費用対効果分析結果（B/C） 4.5 2.8  

※金額は、社会的割引率（4%）を用いて現在の価値に換算したもの。 

 

■費用対効果分析の分析方法 

・治水経済調査マニュアル（案）【平成 17 年 4月】 国土交通省 河川局 

 

■費用対効果分析結果の概要 

【費用の主な変化要因】 

（事業費） 

 全体事業費の変更はない。 

（現在価値化した事業費） 

 評価時点の更新により現在価値化後の事業費、維持管理費が増加した。 

 

【効果の主な変化要因】 

（便益） 

 氾濫解析における地形判読精度の向上により、被害額、年平均被害軽減期待額が減少した。 

（現在価値化した便益） 

 年平均被害軽減期待額の減少により、現在価値化後の便益も減少した。 

 

【B/C の変化】 

 費用便益比（B/C）は、前回の 4.5から 2.8 に減少したが、1 を上回っており、十分な事業効果

が確保される見通しである。 
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令和元年度第 3 回 
岐阜県事業評価監視委員会 

費用対効果分析資料 
 

■事業名 

【河川事業】 広域河川改修事業 犀川 

■事業内容 

河川改修 全体延長 L=約 8.7km（築堤工、護岸工、河道掘削等） 

■費用対効果分析結果 

区分 
前回 今回 

備考 
（基準年：H26） （基準年：R1） 

事業期間 S59～H45 S59～R15  

費用 

（百万円） 

事業費 20,500 27,069  

維持管理費 2,387 3,134  

合計（C） 22,887 30,202  

効果 

（百万円） 

氾濫防止便益 149,053 200,930  

    

合計（B） 149,053 200,930  

費用対効果分析結果（B/C） 6.5 6.7  

※金額は、社会的割引率（4%）を用いて現在の価値に換算したもの。 

■費用対効果分析の分析方法 

・治水経済調査マニュアル（案）【平成 17 年 4月】 国土交通省 河川局 

■費用対効果分析結果の概要 

【費用の主な変化要因】 

（事業費） 

 十九条橋から長護寺川合流点区間の河道計画見直し及び橋梁事業費の精査により、全体事業費

が、20,937 百万円（H26 評価時点）から 25,516 百万円に増加した。 

（現在価値化した事業費） 

 評価時点の更新及び事業進捗が前回評価時想定より緩やか（H26～H30 の事業費が減少し、

R1 以降の事業費が増加）となったため、現在価値化後の事業費、維持管理費が減少した。 

【効果の主な変化要因】 

（便益） 

 氾濫解析における地形判読精度の向上（計算メッシュサイズを 50ｍ→25ｍに変更）により、浸

水範囲が縮小する結果となり、河川整備計画規模（W=1/5）の洪水における年平均被害軽減期

待額が減少した。 

 氾濫解析を将来計画規模（W=1/80）まで実施したことにより、年平均被害軽減期待額が増加し

た。 

 氾濫ブロック内の一般資産額が前回から増加したことにより、年平均被害軽減期待額が増加し

た。 

（現在価値化した便益） 

 評価時点の更新及び事業進捗が前回評価時想定より緩やか（H26～H30 の事業費が減少し、

R1 以降の事業費が増加）となったため、現在価値化した便益は減少した。 

【B/C の変化】 

 費用便益比（B/C）は、前回の 6.5 から 6.7 に増加し、十分な事業効果が確保される見通しで

ある。 
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